(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 県ボランティアセンター運営事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261

E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：8,608千円（前年度予算額：8,608千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　岐阜県社会福祉協議会が運営する岐阜県ボランティアセンター・市民活動支援センターによる専門的な情報提供やボランティアの広域的なマッチングなどの取り組みに対する支援を行う。県レベルでボランティア活動を推進するため、以下の事業に対して補助を行う。

　　・支え合う福祉の心の醸成
　　　　ボランティアフェスティバル、福祉教育研究大会　等
・ボランティア活動の振興を担う人材育成
　ボランティアリーダー講座、ボランティアコーディネーター研修、災害ボランテ　ィアコーディネーター講座　等

・ボランティア活動の支援

　ボランティアアドバイザーの設置、ボランティア交流サロンの運営、市町村ボランティアセンター情報連絡会議　等
	２　所要経費


　　補助金　　8,608千円　(国1/2   県1/2)
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
・県ボランティア・市民活動支援センターにおける支え合い活動に関する情報提供とマッチングを支援する
・県ボランティアセンター・市民活動支援センターにおけるボランティアコーディネーターの養成及び資質向上を支援する

・福祉に携わるNPOやボランティア団体の設立を促進し、活動を支援する

６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　・地域防災アドバイザー（防災士など防災専門家）の育成・派遣、ＮＰＯ、ボランティア、ＯＢ組織（警察、消防、自衛隊）等の地域活動促進を通じ、平時における地域活動の活性化、自主防災組織の育成強化を促進する

	２　これまでの取組状況


・平成5年度から、県社会福祉協議会による県ボランティアセンター・市民活動支援センターの運営を支援。

・平成20年度設置された岐阜県地域福祉協議会において、地域での支え合い活動の重要性が検討され、住民意識の高揚、住民活動の充実・発展への支援が必要とされた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・平成21年3月策定の長期構想及び第二期県地域福祉支援計画にも同様の内容を規定。
	３　これまでの取組に対する評価


　　高齢社会の進行、福祉分野における制度改革等により、地域で暮らす要支援者は増加し、福祉ニーズも多様化・複雑化している。地域で暮らす要支援者を支えるためには、公的なサービスの充実だけではなく、住民参加による見守り活動や助け合い活動等、制度外サービスの充実が不可欠であり、活動を担うボランティアの振興が不可欠である。
　　また、東日本大震災の発生以降、災害発生時のボランティアをコーディネートするコーディネーターの育成など、非常時に対応できるボランティア関連の事業がますます重要になってきている。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	8,608
	4,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,304

	要求額
	8,608
	4,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,304

	決定額
	8,608
	4,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,304


